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第１回持続可能な地方税制度研究会 
 
議事概要 
 
【日時】令和７年７月 30 日（水）18：00～20：00 
【場所】地方公共団体金融機構大会議室及び Webex によるオンライン会議  
 
【出席者（学識委員）】 
井手委員長、金崎委員、後藤委員、小西委員、佐藤委員、鈴木委員、髙橋委員、長戸委員、
早﨑委員、林委員、藤間委員、古市委員 
 
【議事次第】 
１ 開会 
２ 議題 
（１） いわゆる「103 万円の壁」について 
（２） 「持続可能」な個人住民税と合意形成について  
３ 閉会 
 
【議事概要】 
（１）いわゆる「103 万円の壁」について 
 
・説明 
発表資料に基づき、総務省より説明。 

 
・質疑応答・自由討議 
 
○個人住民税と所得税を比較すると、課税が始まる水準が異なると思うが、所得税では非課
税である一方、個人住民税では課税されているという状況が生じたときにどのように説明
できるのか。 

→個人住民税においては、所得税同様に担税力のない者には課税しないという限度はある
ものの、地方の行政サービスの根幹となる財源であり、地域社会の費用の負担を住民が広
く分かち合う「地域社会の会費」的な性格を有する税として、所得税よりも広い課税ベー
スを取っている。 

 
○令和７年度改正で、所得税において基礎控除が収入に応じて逓減していくよう見直しが
行われ、個人住民税と所得税との間でギャップが出来ている状況について、どのように捉
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えているか。 
→個人住民税の会費的な性格と、所得税における基礎控除の上乗せが特例措置であること
を踏まえると、個人住民税と所得税との間のギャップは、必ずしも埋めなければならない
ものではないと捉えている。 

 
○フランスでは物価によって基礎控除額が毎年変わるだけでなく、生活保護の給付水準など、
あらゆる給付制度においても物価指数で結びついている。もし日本においても、税で物価
調整を毎年入れていくということになるのであれば、生活保護等の給付制度との連動に
ついても考えていかなければならない。 

 
○物価上昇に対する税負担の調整は、基礎控除で対応することが前提にあるのか。物価上昇
への対応といった場合に各種所得控除のうち、どこまでが射程に入るのか。 

→所得税の話にはなるが、令和７年度改正では、基礎控除の引上げだけでなく、給与所得控
除の引上げ、特定親族特別控除の創設などを実施している。 

 
○所得税における課税最低限について生計費が考慮されていることは、一般的に憲法 25条
生存権の保障として理解されてきたものと考えるが、個人住民税における課税最低限につ
いても同様に生存権の保障として理解してよいのか。その場合、地域社会の会費という論
理との関係はどのように説明できるのか。 

→個人住民税における「非課税限度額」は、低所得者層の負担を考慮するため、生活保護基
準額を踏まえて、設定しており、個人住民税においても、同様に最低生活保障ということ
は念頭に置かれている。それと同時に、「地域社会の会費」的な性格を踏まえ、所得税よ
りも広い課税ベースとなっているものであり、両者は相反するものではないと考えている。 

 
○所得税の基礎控除の特例については、再分配の要素が入っているものと思われるが、例え
ば歳出等で行うことも考えられる中で、課税最低限を決める基礎控除にこうした要素を
入れることについて、どのように考えるべきか。 

→令和７年度改正については、低中所得者層の税負担軽減を考えてこうした形になっている
ものと認識している。 

 
○高い税率から始まるイギリスの構造と比べ、日本の所得税は給与収入の低い階層で負担
率が低くなっている印象がある。今後さらに高齢化率が上がっていく社会のコストを国民
で負担することを考えると、むしろ課税最低限の引き下げが必要になってくるのではない
か。 

→現状は、足もとの物価高騰に対して、どのように対応すべきか、という議論が行われてい
るものと認識している。 
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○学生の話を聞くと、制度が変わることで嬉しいという声もある一方で、アルバイトをする
ばかりになり、学業が疎かになるのではないかという懸念もあり、物価高に対する学生支
援としては、他の手段で出来ないものか。 

 
○実務的な観点から、例えば個人住民税と所得税の壁の差がかなり開いてしまったことで、
確定申告や自治体における事務、納税者への対応といった面で混乱を来していないのか。 

→個人住民税については、今回の改正内容は令和７年度分所得に係る令和８年度分から適
用される。来年度以降、課題が出てくる可能性がある。 

 
○最低賃金が引き上げられている中で、個人住民税における非課税世帯の全体に占める割
合が変化しているのか、具体的には、実際に住民税が非課税だった人たちがどれぐらい課
税されるようになったのかを確認してみてはどうか。 

 
○財政というものは、基本的に必要な資金を税で調達して社会全体で支えることが重要で
あり、個人住民税における地域社会の会費的な側面が国民全体に理解されていないのだ
とすれば、今回の見直しを契機に改めて理解が得られるよう取り組んでいくべきである。 

 
○物価調整が所得税において定着し、説明のつかない制度ができてしまうことを危惧して
いる。例えば、少子化対策を社会保険料で賄い、賃上げを雇用保険料で賄い、今回改正の
あった基礎控除部分で再分配を行うなど、原理原則論から見ればあり得ないことが次々に
起きている印象がある。 

 
○アメリカでは、就労を増やすとその分控除が増えるという、EITC の制度があるが、これ
は効果的なものと言われる。今回議論になっている段階的な控除のあり方の問題点とは何
か。 

 
○所得税において、特に最低生活保障という部分を構成している基礎控除について、段階的
かつ人によって基礎控除額が異なるということが、生存権保障の観点からおかしいのでは
ないのかという疑問があり得る。一方、住民税においては、基礎控除は段階的にしておら
ず、また、課税最低限という一定額以下の所得の方にはそもそも課税しないという独自の
規定を置いている。 

 
（２）「持続可能」な個人住民税と合意形成について  
・説明 
発表資料に基づき、古市委員より説明。 
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・質疑応答・自由討議 
○政策決定過程において参加者を支えるツールについて触れているが、実際に政策をつく
る上でも、必要なデータがなかったり、あるいは分析が難しい形になっていたり、限られ
たデータの中でどのように論理立てしていくかということに苦労している。資料の中で
EU や OECD におけるデータの活用について触れているが、どのように工夫されている
のか。 

→OECD では、税や現金給付、失業者、世帯構成などの情報を使い、所得階層別の税負担
や現金給付の負担率、国際比較を出すというようなシミュレーターになっており、また、
EU では、EU 全体で持っているデータを、各国の行政がカスタマイズして使っているも
のと認識している。 

 
○世の中の実態が変わっていく中で、その実態を正当化するような法制度形成がなされるこ
とについては肯定的に捉えているのか。あるいは、元々の正当性を保つため、課税の実態
を正当化するような法制度形成を否定的に捉えているのか。 

→最初に堅牢に用意していた法の論理が、様々な前提条件を受けて妥協せざるを得ない状況
になることはあり得る。その場合、過去に妥協せざるを得なかったことを改めることにつ
いては肯定的に捉えている。一方で、複雑な仕組みとなったことにはある程度の論理がな
いと人々の納得は得られないものと考えている。 

 
○資料タイトルにもなっている「合意形成」という言葉について、どのような意味で用いて
いるのか。 

→合意形成においては、法の正当性の論理に従って、ある一定の理念を実現するための新し
い制度あるいは制度改正であることを示すことで、一定の納得を得られる部分があると
考えている。 

→国税が応益課税化している印象があるが、損得感で国民の納得を得ていくのが、本当に合
意形成なのか。神奈川県の水源環境保全税の事例において、税を導入するプロセスで、行
政と学者が一体となって県内の住民に説明して回り、理解を得て成立したということがあ
った。このような合意形成が望ましいし、これは恐らく国税では難しく、地方税だからこ
そできることだと考える。 

 
○「居住地を超えて実質移転している」例として、ふるさと納税を挙げているが、もともと
は、地方で生まれ育って行政サービスを受けた人々が、都会で就業し税を納めるようにな
る中で、お世話になった自治体に対して税を納めることができるように、寄附控除という
形でふるさと納税が導入された。そのため、1 人のライフサイクルとして見ると、居住地
に対する税負担の考え方が多少なりともあり、そのような意味で、居住地に納税するあり
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方と実際の課税の実態が乖離していくとは一概には言えないのではないか。 
→もともとの趣旨がそうでなくとも、自治体の返礼品において起きたように、社会の実態が
先行していき、それと法の調整が相互作用を起こし、当初の理念とは異なる制度に進化し
てきている印象がある。 

 
○地域の多様性や格差について、自治体内の財政での調整や、地方交付税等で自治体間の調
整がなされる制度がある中で、地域間・地域内格差の広がりに対し、税制として対応すべ
きことについてどう考えているのか。 

→自治体の多様性について、税制の本来の趣旨を逸脱するような是正措置に対しては慎重
に進めるべきであると考えている。 

 
○再分配効果について、国税において再分配効果があるものとして説明されているが、地方
税である住民税においては、再分配効果をどこまで発揮すべきだと考えているのか。 

→住民税においても再分配効果が考え得るものではあるが、通常、再分配の仕組みは個人単
位課税において、個人間の所得の再分配のような国税として考えている。 

 
○持続可能性という観点について、地方税においては国が法律で地方税制度を定め、それに
基づいて各自治体が課税をしていることを踏まえながら、われわれとして持続可能な地域
社会を作るために地方税制度がどうあるべきか、考えていきたい。 
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第２回持続可能な地方税制度研究会 
 
議事概要 
 
【日時】令和７年９月 26 日（金）18：00～20：00 
【場所】地方公共団体金融機構大会議室及び Webex によるオンライン会議  
 
【出席者（学識委員）】 
井手委員長、後藤委員、小西委員、佐藤委員、鈴木委員、髙橋委員、長戸委員、早﨑委員、
林委員、藤間委員、古市委員 
 
【議事次第】 
１ 開会 
２ 議題 
（１） 課税自主権について 
（２） 協働的な地方税構想の展開とシャウプ的理念  
３ 閉会 
 
【議事概要】 
（１）課税自主権について 
・説明 

発表資料に基づき、総務省より説明。 
 
・質疑応答・自由討議 
○法定外税を新設・変更する場合の手続きの流れについて、租税法学者から、地方団体にお

ける条例可決以前に総務大臣の意向を伺うような手続きについて主張があるところだが、
実際には地方団体から事前に内々に協議があるのか。または、地方団体が条例案を可決し
た後、始めて総務大臣へ協議をするような流れなのか。 

→まず、条例可決後に総務大臣に協議する仕組みについては、地方財政審議会に諮ったり、
あるいは国の経済政策に照らして適当でないかどうかの点について関係省庁と意見交換
を行ったりするプロセスに進む前に、議会を通した地方団体としての意思表示が重要であ
るため、現在の仕組みになっている。一方で、少しでも原案を変える場合に議会における
条例案の修正や廃案にして再度議案を提出するなどのプロセスが大変であり、実際には地
方団体からの事前相談に乗るということを行っている。その必要性を認識した事例として、
北海道と倶知安町の宿泊税の事例がある。北海道が段階的な定額制で課税しようとした
が、倶知安町は既に定率制の宿泊税を導入していたため、当初北海道の宿泊税について倶
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知安町の区域内だけ課税をしないという案が出された。この案を地方財政審議会に諮っ
た際に、北海道の宿泊税が倶知安町の区域だけ無税になるのは、課税の公平性の観点や、
宿泊税を財源とする北海道の観光施策により倶知安町域内の町民も受益をしているとい
う点から、制度設計としておかしいのではないかと議論になり、北海道に対して意見を出
した。そこで北海道から、倶知安町の条例も併せて改正して、定率制で税額を決めるもの
の、税額控除の制度を併用させ、北海道の定額制相当額分だけ倶知安町において税額控除
するという提案があり、この場合は北海道の宿泊税は北海道域全体で公平に課されてお
り、また倶知安町においては町内一律に税額控除を受けられることから不公平が生じて
おらず、提案内容のとおりで同意した。当初案は去年 12 月に議会で可決されて協議が出
てきたが、その前段階から相談を受けていれば、6 月議会で修正するプロセスはなかった
ものとも考えられるので、今は多くの団体に、事前に相談するよう案内しているところで
ある。 

 
○法定外税における総務大臣の同意 ・不同意の要件について、3 つ目の 「国の経済施策に照

らして適当でないこと」という要件は不明確なのではないか。その場合、具体化していく
ことを考えているのか。 

→ご指摘のとおり他２つの要件と比較すると明確に定まっていない部分はあるが、その一方
で、国の経済政策は時代によって変わるものであり、一概に示すことは難しいと考えてい
る。その時々の国の経済政策と各地方自治体の施策との整合性を図るという意味でも、現
状の書きぶりになっているものと考えている。 

 
○課税自主権の考え方は２つの方向性があると考えている。1 つ目は地方が完全に自由に課

税できる環境があり、そこに国が介入していく方向であり、2 つ目は全国画一的な状態か
ら、地方の課税の自由度を認めていく方向である。結果的に同じ制度であったとしても、
考え方の違いに大きな意味を持つと考える。地方自治体の課税権は、憲法第 92 条、自治
法・地方税法に基づいて国が定めた枠内で認められていることから、地方税については後
者の方向性であると受け取っているが、その認識で合っているか。 

→法定税については、画一的な地方税法の枠内で標準税率が定められており、制限税率まで
の課税が認められている点や課税標準の特例が設けられている点で地方自治体の自由度
がある程度認められている。一方で、法定外税については、基本的に地方自治体が自由に
課税できるということになっており、その中で限定的な国の関与として、総務大臣への協
議制となっている。以上のように、課税自主権においては、２つの方向性が併存した制度
設計となっていると考えている。 

 
○地方税において制限税率が存在する理由の一つとして、地方団体ごとに税率が異なってい

る場合、企業や個人の経済活動に混乱をもたらす可能性があるということが挙げられる。
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これは地方税という負担面のみを見た考え方であり、アメリカのように地方税率が行政サ
ービスの需要と負担の連動という、タックスプライスとして機能している場合は、企業や
個人が立地場所や居住地を選択する上で、むしろ制限税率がないほうが望ましいのでは
ないかと考えるが、それについてどう考えるか。この考え方は、地方税においては応益課
税であるという前提であり、地方税の原則において応益性が特に大事であると考えている
が、課税自主権と応益性の関係性をどう考えればよいのか。 

→制限税率をなくすことについては税目によるものと考えている。例えば、法律で一定税率
にすることが定められている地方消費税や地方たばこ税については、税率が変わった場
合、越境して税が低い地域で買うということが発生するなど、納税者の行動の中立性を害
する恐れがあるため、一定税率あるいは制限税率にすることが必要と考えている。一方で、
固定資産税について制限税率が廃止されたように、制限税率が必要でない税目もあるも
のと考えている。 

→固定資産税であれば制限税率が必要ではないという話があったが、税率が異なる地域に
資本を移動して、投資先として選ばれるか選ばれないかというのが租税競争の最初の議論
だったと思う。 

→例えば、たばこなど物を買う行為は、すぐに他の地域で租税回避行為ができ、法人住民税
や個人住民税であったとしても移動することができる一方で、固定資産はそこに根づいて
おり中々動くことはできないので、固定資産税であれば、すぐに租税回避行為には繋がら
ないのではないかという趣旨の発言であった。 

→それは理解するが、固定資産税の課税対象は基本的には土地、家屋という資本であり、資
本の移動がアメリカで問題になって租税競争という文脈の研究が始まった。そう考えたと
きに、企業の投資行動において、どこに投資するかという投資判断に影響するのが固定資
産税であり、固定資産税の高いところになると家屋を低くし、地域のスプロール化という
が、平べったい高層ビルのないような町になったりするとも言われていて、だから他の町
に投資するという状況は発生するものである。 

 
○超過課税の現状を見ると、企業が対象になっていることが多い印象である。かつては個人

住民税にも超過課税がなされていたと思うが、課税自主権の行使が企業対象に偏っている
ことの現状についてどう考えているのか。 

→超過課税の状況を見ると、たしかに法人均等割や法人税割についてかなり多くの団体で
超過課税されている一方で、例えば市町村民税の個人均等割は 2 団体のみであるなど、そ
の傾向はかなり顕著である。個人に超過課税することになると、有権者の動向を伺い、な
かなか踏み切りにくいというような事情もあるものと考えており、それが協働地域社会税
のような一つの団体だけでなく多くの地方団体で連帯して超過課税をするというような
仕組みの提案がある背景にあるものと考えている。 
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○法定外税における租税輸出について、住民を非課税とすることは望ましくないとのこと
だが、仮に住民にも課税していたとして、課税標準が住民以外の人において多い状態であ
れば、結果として租税輸出になっているのではないか。一方で、租税輸出となっている場
合であっても、負の外部性に対応するという意味では肯定的に捉えられる側面も多少はあ
るものと考えている。 

→まず、現在導入されている法定外税を見ると、住民も課税対象としているが、住民以外の
人を主な課税対象として想定するような税目が多く、結果として租税輸出となっていると
いう指摘はあり得る。ただし、資料は参考に抜粋したものであり、住民非課税を認められ
ない理由は、税の公平性の観点から、住民でも住民以外でも同じ宿泊行為から行政需要が
発生している点は変わらないということにある。税の公平性を害さず、一定の公益性があ
ると認められれば、一部だけ課税免除することもできるものと考えている。 

 
○宿泊税について、導入が少ない印象を受けたが、今後、増えていく見込みはあるのか。 
→宿泊税については、日々新しい自治体からの相談や協議が来ており、9 月の議会において

もかなり多くの自治体において議論されているところであり、今後も増えていくものと見
込まれる。 

 
○租税輸出の問題を考えるときに、ピグー税的な見方というのが一般的だと思うが、そうで

はなく、例えば外国人であれ、何人であれ、そこで 1 日なり 2 日なり生活をするという
ことは、その地域内の広い意味での行政サービスの受益者になっているという考え方も取
れる。したがって、負担が必要であるという考え方はできると思う。取った税金を、ピグ
ー税的に使うのか、そうではない別のことに使うのかは、その地域で行政サービスを提供
する人たちの判断になってくるので、目的税ではなく普通税にするというような考え方も
あり得るのではないか。 

 
（２）協働的な地方税構想の展開とシャウプ的理念 
・説明 

発表資料に基づき、佐藤委員より説明。 
 
・質疑応答・自由討議 
○地方共同税β及び連帯税と比較し、協働地域社会税において想定されている財政需要は、

自治体間によって差があるものと認識している。そのような状況の中で、共通の財政需要
がある自治体間で協働して課税するということになれば、例えば先進的な都市自治体が制
度設計を先導するなど、自治体間の差が広がってしまうのではないか。 

→協働地域社会税は、日本全体が緊急に直面している共通課題として、地域コミュニティの
再構築に重点を置いているものであり、全国的に一体として課税する仕組みが想定されて
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いるものと考えている。もっとも、財政需要については自治体間でバラつきがあり、全国
一律的な課税がどのように補うのかが重大な点であると考えている。 

 
○ 「協働的な地方税」について、各団体への配分方法はどのように考えられているのか。資

料 15 ページでは全国知事会版の地方共同税βにおける配分方法が提言されており、27 ペ
ージでは連帯税における配分方法が提言されているが、これらは上手く調整されない恐
れもあるのではないか。また、協働地域社会税においては何か提言されているものはある
のか。 

→協働地域社会税を含め、分配の仕組みを詳細に提言している構想は基本的にはないもの
と捉えている。ある程度焦点を当てているのが、全国知事会版の地方共同税βと連帯税で
あり、前者については、自治体間で異なる財政需要を見込んだ上で、異なる指標を用いて
再分配する方式等が示されており、後者については、連帯税運営機構を設置し、都道府県
代表の協議に基づいて意思決定する仕組みや、地方財政院という仕組みが示されている。
これらについては、実際にどのように機能するのかについては丁寧に考えていく必要があ
るものと考えている。 

 
○地方財政平衡交付金が廃止され、現在の交付制度につながっていく経緯を、中央集権的と

して評価する立場で説明があったものと認識している。たしかにシャウプ的理念から逆行
的な部分はあるが、実務運用上での限界や平衡交付金から現在の交付制度に引き継がれ
ている部分があることを踏まえると、制度的な財政調整の仕組みの評価をどう考えるのか
については検討する必要がある。 

→たしかに、戦後直後のシャウプ勧告は実務上失敗しただけであり、理念的な面でのバック
ラッシュがあった訳ではないと捉えることはできる。ただし、実態と理念の関係はなかな
か難しいところであり、政府が成熟していく中で、中央集権的な面での財政運営が積み重
ねられてきたことも事実であり、それを受けて地方分権一括法が出来たので、戦後の実態
運営上の長い歴史的な蓄積は無視できないものと考える。 

 
○各団体が提言しているものは、交付税で足りない部分のニーズを団体間で連帯・協働して

財源を調達して再分配していくため、第二の交付税、あるいは譲与税の仕組みなど、財政
調整の仕組みをどう考えるかという話だと思っており、狭い意味での課税自主権という自
治体が自ら税を決めてそれをどう使っていくかという話との関係をどう捉えたら良いの
か、難しいところだと考えている。 

 
○地方分権一括法の制定や三位一体の改革という文脈の中で、協働的な地方税構想が地方

団体から提言されたことは、現在においてどのように捉えることができるのか。 
→それぞれの協働的な地方税構想は実行可能性の側面からは批判が想定される一方で、あ
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るべき社会像と様々な税財政の制度設計の構想とを結びつけて議論することによって、現
実の制度設計にも示唆を与える側面があるものと考えている。 

 
○近年、国税が動くと地方税が減収し、自治体はその補填を国に頼るという話に終始してい

る印象があるが、そうではなく、自治体が自ら増税を提案し、その配分についても自ら話
し合っていく仕組みが必要であると考えている。そのような場所、地方が自らの財源を自
ら何とかするという状況を作るために総務省がどのような役割を果たすべきかというこ
とも考えてほしい。 
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2026 年 3月 6 日 持続可能な地方税制度研究会 

 1 

ふるさと納税について 

 

早﨑成都（帝京大学） 

概要 

0. ふるさと納税の起源－平成 19 年ふるさと納税研究会議事要旨を手がかりに 

1. 寄附と税の緊張関係 

2. 個人版ふるさと納税と地方財政 

 

0. ふるさと納税の起源－平成 19年ふるさと納税研究会議事要旨を手がかりに 

① 納税者主権・納税者の自発的な意思の強調 

第 1 回議事要旨より 

「これまでの受益者負担の考え方は、課税する側の論理。納税者の立場・意思や権利をも 

う少し尊重するのであれば、柔軟に考えてよい。自治体が互いにいいサービスを提供して、 

寄附を呼ぶ競争をする。お金の流れに関心が深まり、地方分権にとってもよいものになる。」 

 

第 2 回議事要旨より 

「「代表権なくして課税なし」というのは、強制的に微収する税についてあてはまるもので 

あり、課税側の論理。ふるさと納税は、納税者の側から見れば「税による投票」と言うべき。 

課税側ではなく、納税者側の論理で考えるべきで、「納税者主権」を追求したい。」 

 

② 寄附文化の醸成 

第 1 回議事要旨より 

「ふるさと納税の発想の中では納税者の自発的な意思を尊重する。自発的な意思というこ 

とならば、寄附を税額控除にすればよく、ふるさと納税となる。寄附の気持ちはかなりあ 

るのに、文化が失われてきている。寄附市場をつくっていくことが政府の役割。」 

 

③ （ふるさと納税は）財政力格差とは別の話 

第 2 回配布資料より 

「ふるさと納税が地域間の財政力格差の調整の切り札になるとは思っていない。 

 ふるさと納税は地方自治体が元気を出すためのもの。格差是正の切り札にはなら 

ない。 

 ふるさと納税の問題とは別に、税収格差の是正について議論しなければならない。 

 格差の是正はふるさと納税でとはならない。別途考えるべき。」 
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 2 

④ 反対意見 

第 2 回議事要旨より 

「【松沢神奈川県知事事からの意見聴取】(委員の質疑に対する応答含む。) 

（中略） 

○しかし、ふるさと納税は、公平、簡素という租税原則に反する上、受益と負担の関係に着 

目した地方税の原則にも反する。 

○また、選挙権がない地方公共団体への納税では、民主主義のチェック機能が働かない。 

○さらに、地方税は条例で定めているため、団体内に何らかの課税客体や課税標準がないと 

いけない。 

（中略） 

○結論としては、地方税収の偏在や財政力格差は、地方交付税で調整すべき。」 

 

⑤ 最終的な帰結 

第 4 回配布資料より 

「租税法は、原則として、強行法の性質をもつ。租税法は、多数の納税義務者にかかわりを

もつから、相手方の意思いかんにかかわらず画一的に取り扱うのでなければ、その適用がま

ちまちになり、納税者相互間の公平を維持することが困難になる。ここに、租税法が強行法

の性質をもつゆえんがある。」（金子宏「租税法」第十二版） 

 

「1.「納付先を任意に選択できる「税」を設けられるか。 

※これまでにない特別な種類の「税」として構成 

2. 寄附金としての任意の支出を税制として優遇する仕組みで対応するか。 

※寄附金は、元来、善意に由来し、納付先も自由に選べるもの」」 

 

第 6 回議事要旨 

「「税」か「寄附」かについては、「税」として構成するのは税理論上難しく、分かりにく 

いということで、やはり「寄附」を拡充することが適当という方向に落ち着いた。」 

→税として構成するのは無理なので、寄附という構成を取り、それに「納税」というラベル

を貼っている。寄附か税なのかどちらとも言えない曖昧なものとなっている。 

 

最終的な報告書はこれを「画期的な歴史的意義をもつ」として評価 

「ふるさと納税」はこれに対して、たとえ納税分の一部であっても、納税者が自分の意思で、

納税対象を選択できるという道を拓くものであり、それが実現すれば、税制上そして税理論

上、まさに画期的な歴史的意義をもつものといえる。」 
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1. 寄附と税の緊張関係 

① マルセル・モース『贈与論』以来の人類学の事見 

・給付は反対給付（お返し）を誘引する 

・給付は、ヒエラルキーや癒着を生み出しうる1 

→対価が曖昧な給付はクライエンテリズム（政治的恩顧関係）の発生源2。 

 

② 税の定義と財源調達手段としての意義 

「国家が、特別の給付に対する反対給付としてではなく、公共サービスを提供するための資

金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人に課する金銭給付」3（金金（金2019）, p.9） 

→ 税は直接の見返りがない金銭給付であると定義されている。 

→ こうした性格を持つ税の財源調達手段としての意義の一つは、癒着の抑止にある。 

→ 政府は行動を税によって制約されると同時に、特定の納税者は政府を支配できない金あ

るいは政府によって過度に優遇されない）ようにする。 

 

③ 企業版ふるさと納税の事例金福島県国見町）4 

・匿名の企業 3 社金X、Y、Z）から国見町に対して合計 4 億 3200 万円の企業版ふるさと納

税による寄付。これら 3 社はグループ会社。国見町はこの資金を使って高規格救急車 12 台

を購入し、リースする事業を実施。国見町は小規模な自治体であるため自前の消防署を持た

ない。この事業は公募プロポーザル方式で実施され、従来から国見町と事業を行ってきた A

社が委託先に決定。A 社は X 社の（会社である救急車ベンチャーの B 社と事業を提携し、

B 社が救急車を納品。 

 

 

 

1 木庭顕 (2018)『誰のために法は生まれた』朝日出版、同（2017）『新版ローマ法案内』勁草書

房を参照。管見の限りでは、寄附税制ならばもともかく、国家財政を寄附によって運営するとい

うことの意味や影響については財政学においては、十分に検討されていない。この点、藤谷武史

（2017）「租税法と財政法」金子宏監修『現代租税法講座 第 1巻 理論・歴史』日本評論社、

は租税の特徴を財源調達の局面と調達された資金の使途の決定の局面を法的・政治的に切断す

るとしており、以下の本報告の議論は木庭及び藤谷の議論に着想を得ている。法学における関連

する議論としては、以下の文献も参照。太田匡彦 (2011)【「対象としての社会保障 － 社会保障法

学における政策論のために－」『社会保障法研究』(1) pp.165-271。吉田邦彦 (2000) 【「贈与法学の

基礎理論と今日的課題 （一〜四）－市場外の財貨移転研究・序説」、『ジュリスト』各号。 

2 クライエンテリズムについては例えば以下の文献を参照。小林正弥（2000）『政治的恩顧主義

論』東京大学出版会。 

3 金子宏 (2019) 『租税法 第 23版』、弘文堂、p.9。 

4 以下の事実は、横山勲（2025）『過疎ビジネス』集英社新書に基づく。 
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・実際には A 社がこの企画を国見町に持ち込み、公募プロポーザルの仕様書の詳細まで指

示。 

 

・これら企業は税額控除を受けた上でリースによる運用益を得ることになっていた。 

 

・X、Y、Z から国見町への給付、国見町から A と B を介した X への反対給付という絵に書

いたような贈与交換金gift exchange）が発生。 

 

④ スウェーデンとアメリカ 

・スウェーデン（金あるいは北欧）では、通常政府の任務とされるべき国内の事柄については

寄附ではなく政府が税で実施すべきという考えが強い。スウェーデンにおける寄附の規模

は拡大してきたが、それは国際的、人道的な事柄に集中する傾向にある5。 

 

一方で、アメリカでは政府の規模の拡大を批判する論拠として、自発的な寄附の存在が持ち

出される傾向にある6。日本についても、戦前から寄附やボランティアの動員が繰り返し試

みられてきた7。 

 

→税に対する抵抗が強い国では、寄附が称揚され、そうでない国では、安易な寄附への依存

は批判されている。ここから類推されるのは税と寄附の良いとこどりは出来ないというこ

とである。 

 

2. 個人版ふるさと納税と地方財政 

① 個人版ふるさと納税の仕組み8 

・通常の寄附税制 

所得税の限界税率 20%の人が、3 万円を住所地とは別の自治体に寄附。 

住所地の都道府県・市区町村に申告をすると、住民税が 2800 円税額控除され金寄附額から

2000 円を引いた 2 万 8000 円の 10%）、所得税が 5600 円所得控除される金寄附額から 2000

 
5 Vamstad, J. and von Essen, J. (2013), “Charitable Giving in a Universal Welfare State – Charity and 

Social Rights in Sweden,” Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, 42 (2), 285-301.また北欧一般につ

いて Vike, Halvard, Anette Fagertun, and Heidi Haukelien. “Reconceptualizing States and Welfare in the 

North of Europe and beyond,” Nordic Journal of Wellbeing and Sustainable Welfare Development 1.1 

(2022): 6-20の 17頁を参照。 
6 Clemens, S. Elisabeth (2020), Civic Gifts: Voluntarism and the Making of the American Nation-State, 

University of Chicago Press. 
7 さしあたり、仁平典宏（2011）『ボランティアの誕生と終焉〈贈与のパラドック

ス〉の事識社会学』名古屋大学出版会。  
8 以下の数値例については伊藤敏安（2023）『本当は恐ろしい「ふるさと納税」－地方交付税が

奪われる』リフレ出版。 
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円を引いた 2 万 8000 円の 20%）。 

・ふるさと納税 

以上の住民税の税額控除、所得税の所得控除に加え、特例として寄附額から 2000 円を引き、

そこに 100%から住民税の 10%及び所得税の限界税率の 20%を引いた 70%を乗じた額、すな

わち 1 万 9600 円が税額控除。ただし、この額が個人住民税の所得割額の 20%を超える場合

には、そちらが税額控除として適用される。加えて、寄附をした者は、返礼品を受け取るこ

とができる。 

 

② 自治体財政への影響についての概観 

・令和 6 年度の受入実績は 1 兆 2728 億円9。そのうち、返礼品費用は 3208 億円、事務費・

広告費等は 2693 億円。 

 

・市区町村別での受入トップ 3 団体は、兵庫県宝塚市、北海道白糠町、大阪府泉佐野市。そ

れぞれ 256 億円、211 億円、181 億円の受入額。 

→一部の自治体に寄附が集中。小川他金2024）10による推計によると 2021 年度の 1718 の市

町村において、ふるさと納税依存度金ふるさと納税受入額/地方税収入＋ふるさと納税受入

額）の平均は 1.29%であるが、依存度が 3%を超える自治体は 10.9%にとどまる。2015 年か

ら 2019 年の平均の場合には、受入トップ 10%の依存度の平均が 4.099%であるのに対し、受

入トップ 20%の依存度の平均は 1.175%にとどまる。 

 

・流出自治体トップ 3 は神奈川県横浜市、愛知県名古屋市、大阪府大阪市で、それぞれ 343

億円、198 億円、192 億円。 

 

③いくつかの実証分析の紹介 

・小川他金2024）は、1718 の市町村を対象とし金23 区は除く）、パネルデータ分析を行い、

ふるさと納税の受入が、域内の付加価値、課税対象所得、個人住民税の所得割収入にそれぞ

れどう影響を与えるか依存度別のグループに分けて検討。その結果、後者二つは正の影響を

与えるが、効果の大きさを示す係数はふるさと納税への依存度が高い自治体ほど小さくな

る傾向があることを示している。また、域内の付加価値については、推定する係数が有意な

グループは 4 つに限られ、そのうち 3 つのグループで負の値を取っていることが示された。 

 

 

 

 
9 自治税務局市町村課（2025）「ふるさと納税に関する現況調査結果（令和 7 年度実施）」。 
10 小県光、田村なつみ、深澤映司（2024）「ふるさと納税の受入れが地域経済に及ぼす影響 ―

影響の非線型性に着目した実証分析―」CREI Working Paper No.25. 
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・Ogawa and Kondoh (2025)11 は確率フロンティア分析を用いて、2015 年から 2019 年のデー

タを用いて、ふるさと納税の受入が地方財政の非効率性を高める結果となっていると示して

いる。金もっとも、この分析手法は地方交付税の非効率性を指摘する場合にも使われる） 

 

④ 財政調整の視点から 

・ふるさと納税は、実質的には都市から地方への財政移転、しかも一部の自治体に集中的な

財政移転となっている。 

 

・返礼品と事務経費がおよそ 5 割を占めるため、補助金のような機能を果たしている12。ま

た、「制度を利用しない住民が最も損をする構図ができている13」。 

 

・制度導入の背景には、地方から都市部への人口流出の問題が存在するが、一部の自治体に

集中的に恩恵を与える以上、「財政力の格差是正の切り札にはならない」との先の指摘にあ

った通り、地方の財源不足の問題を解決しない。 

 

・地域産業への補助金と自治体財政の問題は切り離すべき。 

 

・財政力格差、財源の偏在問題に対応することにリソースが割かれるべきであり、その観点

から１兆円を超える規模でのふるさと納税の財源移転は、あまりに非効率的。それは、交付

団体への補填があっても、である。 

 

・また、ふるさと納税を好意的に評価する自治体も存在することは事実である14。財源が不

足しており、返礼品の調達能力に長けている自治体にとっては、人や企業を移動させること

なくして、他の自治体の財源を自らの財源に加えることができる。しかし、このような一部

の自治体の評価ではなく、あくまで全体への影響から制度の良し悪しは判断すべき。 

 
11 Ogawa, Akinobu and Haruo Kondoh (2025) “How Does Intergovernmental Competition through 

Hometown Tax Donation System Affect Local Government Efficiency?,” Economic Analysis and Policy, 

86: 1444-1459. 
12 平田英明（2020）「ふるさと納税の功罪―非効率な制度設計の「被害者」は誰か―〈政策デ

ータウォッチ（24）〉」東京財団。 
13 齋藤徹（2025）「ふるさと納税は「税の共食い」か「救世主」か 勝者と敗者が語る制度の

在り方」日経ビジネス。 

14 例えば、2021年の時点で夕張市長は「2007 年に夕張市の「ふるさと納税」制度が実質的に

スタートしてから、2021 年で14 年目を迎えました。市では同時期に財政再建に向けた取組み

を始め、その「切り札」としてふるさと納税を活用しています。」と述べている。厚谷司

（2021）「破綻からの地域再生の切り札」『月刊 地方議会人』10月号。 
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第３回持続可能な地方税制度研究会 
 
議事概要 
 
【日時】令和８年３月６日（金）18：00～20：00 
【場所】地方公共団体金融機構大会議室及び Webex によるオンライン会議  
 
【出席者（学識委員）】 
井手委員長、金崎委員、後藤委員、小西委員、佐藤委員、鈴木委員、髙橋委員、長戸委員、
早﨑委員、林委員、藤間委員、古市委員、茂住委員 
 
【議事次第】 
１ 開会 
２ 議題 
（１） ふるさと納税について（早﨑委員資料） 
（２） ふるさと納税について（総務省資料）  
３ 閉会 
 
【議事概要】 
（１）ふるさと納税について 
・説明 

発表資料に基づき、早﨑委員より説明。 
 
・質疑応答・自由討議 
○実証分析について、ふるさと納税の受け入れが域内の付加価値に与えた影響を分析する

ときに、どういった指標を見ていたのか。 
→その地域経済で実際に生み出された付加価値にどれぐらい影響を与えるのかを推定して

いるものだと思う。 
→別の研究会で、ふるさと納税による地域経済への効果については、雇用者や農業生産額、

地場産業に対して何の影響も与えないという報告もあった。 
 
○ふるさと納税を活用する人は、実質的な対価である返礼品目当てになっている人が多く、

こうした実情を踏まえると、ふるさと納税は税または寄附のメルクマールからはずれて
いる部分もあるのではないかと感じる。ご報告いただいた寄附と税の緊張関係などといっ
た人類学的な分析が、ふるさと納税制度における自治体間の関係や自治体と個人の関係
を分析・評価するひとつの手法として示唆になるのではないかと思う。 
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→これまで財政学の中であまり検討されてこなかった視点であると思う。アメリカやイギリ
スでは寄附の存在が持ち出される一方、北欧では税で財源調達すべきという考えが強く、
国や社会の中で財政というものの捉え方が違うということも、ふるさと納税制度が出来
上がった要因の一つであると考える。 

 
○寄附が一部の自治体に集中しているという現状があるが、これがさらに加速したとき、た

とえば寄附で収入が十分集まるのであれば、自らの自治体における税率を抑えるという
発想を持つ自治体が現れる可能性があるが、これについてどう分析・評価するか。 

→経済分析的な視点から言うと、自らの自治体の住民から調達していないお金で財政を運
営するということは、民主主義的に問題があり、非効率に使われる恐れもある。仮にふる
さと納税により収入が十分に集まり、そのような発想をする自治体が出てきた場合、住民
自治という仕組みが成立する余地があるのか、また財政調整的な観点から社会全体で合
意ができるのかが問題となるため、望ましくないものと考える。 

 
○創設時の研究会の議論では、実質的に税を移転する制度としての観点だけでなく、寄附文

化の醸成についても言及されている。2,000 円の自己負担はあるが、一定ラインまで全額
控除するという仕組みであるので、全額控除ではなくなるラインを超えるときのハード
ルが高く、寄附文化の醸成に逆行するような悪影響も出てしまっているのではないか。 

→返礼品の考え方が入ってきた経緯についてはあまり把握していないが、本来の意味での純
粋な寄附、つまり見返りなしで寄附することは難しいので、制度として成立させるために
返礼品が用いられ、ここまで拡大したものと考える。それが日本人の寄附に対する考え方
そのものに対して、ダメージを与えるものなのかどうかについては、仮にこの制度が縮小
された時に、あるいは返礼品の割合が引き下げられた時に、日本人の寄附についての考え
方が変わったか、それとも変わらなかったのかということが明らかになると思う。 

 
○ふるさとやお世話になった地方団体に感謝し、もしくは応援する気持ちを伝え、又は税の

使い道を自らの意思で決めることを可能とすることが本来の趣旨である一方、返礼品を
中心として経済的に利用される実態があり、趣旨と実態が乖離しすぎている。制度を正し
い方向に存続させていくために、どうすれば良いと思うか。 

→現行制度が産業を生み出しているという点と、その他のデメリットを比較考量し、どう捉
えるかという意思決定の問題になる。制度の廃止は難しいので、改変していく案を提示し
ている研究もあるので、またご紹介できればと思う。 

 
○ふるさと納税が自治体の地域経済の活性化に役立つという意見があるが、実証分析の事

例では、ふるさと納税の依存度が高い自治体における域内の付加価値が負の値をとってい
るという結果が出ていた。これはモデルの作り方に問題があると思う。ふるさと納税の依
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存度が高い自治体は、基本的に自治体の規模が小さく、財政力指数も低いものと思うが、
そういった自治体では時間が経つにつれて過疎化も進み、相関関係があるように見えてし
まうのではないか。ふるさと納税が地域経済の活性化に役立っているのかどうかを分析す
るに当たっては、グループ分けでたとえば同程度の財政規模の自治体の中で比較すると、
論理的な分析結果になるのではないか。 

→単に地域経済へは効果がないというだけで、悪影響であるという有意な結果は出ないも
のと直感的に思う。実証研究では効果に着目したものは少なく、分析の作り方が難しいと
思う。 

→条件の違う自治体を比較せざるを得ない状態にあり、条件が近い自治体同士でグループ分
けを正しくセッティングする方法を見つけていかねばならないが、ふるさと納税の仕組
み上、かなり難しい。 

 
○地域経済に対して効果がなく、積極的な影響を与えないのだとすれば、特定の業界に対し

て補助金が流れるという形になる。ふるさと納税の制度設計段階では、自治体が互いにい
いサービスを提供して、寄附を呼ぶ競争となるものとの考えがあったようだが、現状は全
く別物になっている。 

 
○モースの贈与論の枠組みは日本においても妥当するのか。モースは物自体に霊性が宿る

という議論をするが、日本における贈与は俗的で、お互いにあげ合うことで経済が形成さ
れるという側面があり、不純なものとして批判する研究がある。日本独自の贈与文化とい
うものを考えたときに、あるべき寄附の在り方とは何か。 

→人間が普遍的に寄附的 ・贈与的なものを行っている中で、それを財政に応用するのはどう
なのかという問題がある。日本における寄附文化をどうみなすかは色々な考えがあるもの
と思うが、国家財政と寄附的 ・贈与的なものとの間の緊張関係が近代国家の制度的立て付
けにあるので、それが適用不可能になっていったとき、寄附などで運営していくという形
になり得る。パブリックなものを確立するためには、税という財源調達手段がいろいろな
面から利点があると考えている。 

 
○近代経済学の観点から、１単位の寄附補助に対してそれ以上の効果がある場合に望まし

いと考えられるが、制度設計の段階では、そのような視点があったのか。また、控除や補
助をする正当性については論点として議論されたのか。 

→税収が集中する状況を変えたいという狙いが見られ、どのような制度として実現するか議
論が進んだときに、居住していない団体に納税することは正当化が難しいので、税と寄附
を連結させることになったものと思う。ただ、ふるさと納税は財政力格差を解決するもの
にはならず、当時も地方がこの制度をうまく活用できるとは限らない、つまり競争に勝ち
抜けるかが意識されていた。制度設計の段階では、競争によって何か良い結果がもたらさ
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れることを意図していたのではないか。 
 
○本来の税とは、付加価値を生じるか否かではなく、社会的に必要な需要があり、それを充

足するために調達されるものである。一方で、寄付とは受益にかかわらず自発的にするも
のである。そうすると、付加価値を生じるのか否かでふるさと納税制度の存否を議論する
ならば、税でも寄付でもなく、代金、つまりその金額以上の見返りがあるかで購買行動を
左右するものであり、税とも寄附とも違う世界の話をしているような印象を受けた。 

 
（２）ふるさと納税について 
・説明 

発表資料に基づき、総務省より説明。 
 
・質疑応答・自由討議 
○ふるさと納税の制度趣旨について、ふるさとやお世話になった地方団体に感謝し、若しく

は応援する気持ちを伝え、又は税の使い道を自らの意思で決めることを可能とするもの
と説明しているが、前段の寄附と後段の納税者主権の２つの目的のうち、どちらが優先さ
れるのか。また、この制度趣旨を実質化する場合に理想的な制度設計とはどのようなもの
か。 

→ふるさと納税制度は、自分が育った地域に貢献できる税の仕組みとして創設されたとい
う経緯を踏まえると、個人的には前段の寄附が主な目的だと考えている。 

→返礼品目的ではなく、プロジェクト目的の寄附は一定理念に近づけるのではないかとの
考え方もある。 

 
○ふるさと納税制度には、寄附という利他的行為と金銭的取引の両面がある。寄附という行

為に金銭的な要素が入ってきた途端に損得勘定で動いてしまうという話もあるところ、返
礼品競争の過熱を規制する話は、制度設計の段階から出ていたのか、もしくは競争の過熱
が問題となってから議論されたのか。 

→平成 19 年の有識者会議の中でも、返礼品競争の可能性は挙げられていたが、自治体が行
うことであるため、一定程度良識が働くものと想定し、規制を設けなかったという経緯が
ある。しかし制度が始まり、平成 27 年度に控除額の枠を２倍にする見直しを行った頃か
らポータルサイトが広まり、寄附者は様々な返礼品を比較しながら選ぶようになり、競争
過熱が始まった。自治体が良識に基づいて行うよう、毎年通知等を出しているところだが、
それでも解決しないということで法令に基づく規制も行ったという状況である。関連し
て、企業版ふるさと納税では経済的見返りを禁止とし、韓国版では国営ポータルサイトに
おいて寄附を行うという仕組みになっており、ふるさと納税の経緯を踏まえた制度設計に
なっているといえるのではないか。 
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○返礼品割合や事務費等割合の上限を規制すると、それまで競争に参入しなかった団体が
エントリーしやすくなり、逆に競争が過熱するという研究がある。国際租税競争の国際的
な企業課税の引き下げ合い競争等のモデルを踏まえると、納税者への控除枠の制限は理
論的に効果があるのではないかと思う。

○ふるさと納税を巡る訴訟について、ポイント違反をして付与された納税者が課税処分を
受けるなどして争うことは想定されるか。

→基本的に個々の納税者が訴訟をすることは想定していないが、仮に訴訟をするとなれば、
課税処分を行う市町村との構図になると思う。指定の取り消しという話であれば、地方団
体と国という構図になる。

○返礼品の上限３割について、物価高騰の問題があるが、実務上の具体的な基準はあるのか。 
→返礼品の調達費用は、地方団体が現に支出した額としている。そのため、たとえば返礼品

として翌年に収穫される新米を設定している場合、米価高騰により予定通りの量を買えな
いという事態になってしまうことがありうる。このような物価高騰の問題があるので、価
格設定については十分に留意するよう自治体に伝えている。

○ワンストップ特例制度について、どのくらい使われているのか。
→現状、寄付額の受け入れでいうと大きくはないが、控除適用者数で言えば約半数の人がワ

ンストップ特例制度を使っている。

○制度に詳しくない場合など、限度額を超えて寄附をしている人はいるのか。データはある
のか。

→限度額を超えて寄附をしている人もいるものと思うが、データを取ることは難しい。

○ふるさと納税が寄附金控除の仕組みを使っていることで、自治体に寄附する場合と NPO
法人に寄附する場合とで控除額に差が出て、寄附行動の歪みにつながってしまうのではな
いか。ふるさと納税が自発的な納税を促すという目的であれば問題はないが、寄附を目的
とするならば、この点が問題となってくると思う。

→自発的に納税先を選択できる仕組みを、寄附金控除という既存の制度を使って実現させた
ものと考えている。ご指摘のとおり、自治体に寄附する場合と NPO 法人等に寄附する場
合とで控除額が異なるため、寄附行動の歪みが生じてしまうものと考えている。

→ふるさと納税制度は、お世話になった自治体に納税できるようにしたいという税の分割
論が発端にあった。法人関係税においては分割制度があるが、同様に住民税においても分
割できないかが議論になったときに、理論的に難しいと考えられ、寄附金控除を使って事
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実上同じことを可能としたという経緯がある。 
 
○ふるさと納税制度については、ミクロで見たときに、都市部ではなくとも、財政力が弱く、

ふるさと納税制度によって税が流出している団体があり、自治体に感謝・応援するという
制度趣旨に反しているという問題もある。この点についてどう考えるか。 

→都市部だけでなく地方部でも税収が流出する構造にあり、財政力が弱い地方部における
ダメージが大きくなってしまうことも事実であると思う。自治体が収支をプラスにしよう
という思いが強く、寄附金集め競争が助長されているのではないか。 

 
○一時所得としての返礼品はどの程度捕捉されているのか。 
→捕捉の実態は把握していないが、寄附額の３割を目安にしているのではないか。 
 
○自治体は返礼品等を作る事業者をどのような基準で選んでいるのか。 
→現在、返礼品のリストが大幅に増加している状況にあることを踏まえると、事業者が基準

に適合する返礼品を提示するのであれば、次々と登録しているのではないか。 
 
○ふるさと納税制度においては、どの程度税収（寄附金）が入ってくるのかを見込むことが

難しい。自治体で、一度基金に積み立てた上で、翌年度以降に活用しているものと思うが、
その不確実性についてどのように考えているか。 

→基本的に自治体における使途について、我々から言及することはないが、恒常的な事業を
毎年寄附金により賄えると考えていると、寄附金が急減した場合に事業が立ち行かなくな
る可能性がある。不確実性が高いことを踏まえ、充当する事業に留意すべきだと考えてい
る。自治体によっては、基金に積み立てた上で、施設の大規模改修などの際に一度に使う
団体もある。 
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